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合事業のガイドライン」（改正版，2018 年 4 月 1 日適用）https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-
12300000-Roukenkyoku/0000205730.pdf（2018 年 12 月 16 日確認））
（4） 2018 年 3 月に公表された総合事業実施状況に関する報告書でも，総合事業訪問型サービスにおける「住人主
体による支援」は実施主体全体のうち 3.7％と報告されており，増加の兆しは見られない。（厚生労働省「平
成 29 年度介護予防・日常生活支援総合事業及び生活支援体制整備事業の実施状況に関する調査研究事業報
告書」https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/0000211813.pdf（2018 年 12 月
16 日確認））
―186―


































































（7） 調査対象者が従事するボランティア活動分野は，高齢者 49.8％，青少年・子ども 21.6％，障害児・者








































































































































































































































































































ある。2025 年までには上尾モデルとしてシステムを完成させ , 広げていきたい。


































　本表における 2017 年 12 月時点の「はい」の割合と 2018 年 3 月時点の「はい」の割合













































































































































www.city.ichikawa.lg.jp/common/000264624.pdf（2017 年 9 月 22 日確認）
・厚生労働省　https://www.mhlw.go.jp/index.html











因 , サービス利用者と担い手の双方にとって望ましい生活支援サービスのあり方 , その望
ましいサービス品質を保証するための学習システムについてのインプリケーションを得る
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